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研究成果の概要（和文）：本研究は、家族保健機能のひとつであるコミュニケーションに着目し、産後1ヶ月間
の母親からみた家族コミュニケーションの実態と育児困難感との関連の検討を目的とした。近年の家族を取り巻
く状況を踏まえた家族コミュニケーション尺度を開発し、その実態および育児困難感との関連要因を提示した。
産後1ヶ月の家族は、対面だけでなく、携帯電話を駆使して多彩な家族内部・外部コミュニケーションを行なっ
ていた。友人との対面、実母との通話が多いほど、より低い育児困難感に関連していた。

研究成果の概要（英文）：This study focused on communication, one function of a healthy family, with 
the goal of considering issues related to family communication status and childrearing difficulty 
from the perspective of mothers, one month postpartum. After developing a family communication scale
 based on the circumstances surrounding modern families, the related factors of the actual 
conditions of this scale and feelings of difficulty related to childrearing were identified. In the 
one-month postpartum families analyzed, in addition to face-to-face communication, the family 
members also used cell phones for a wide range of both internal and external communication. More 
face-to-face meetings with friends and phone conversations with their birth mothers tended to 
correlate with a lower sense of childrearing difficulty among the postpartum mothers.

研究分野： 医歯薬・家族看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
家族保健機能のひとつであるコミュニケーションは、近年、スマートフォンの急速な普及により多様性が増して
いる。本研究では、産後1ヶ月間という子育ての移行期に、夫婦が祖父母世代や友人などと対面・非対面（メー
ル・通話・テレビ電話など）の多彩な手段を駆使して育児に取り組んでいる実態が明らかになった。また、祖父
母世代や育児仲間との「ゆるくつながる」支援が近年の夫婦にとって特徴的なこととして抽出された。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
「健やか親子 21（第 2 次）」の重点課題の一つとして「育てにくさを感じる親に寄り添う支

援」が提示されている１）。特に産後 1 ヶ月は新しい家族員をむかえ、家族システムを再構築し
ていく時期である。家族ライフイベントに対して、従来、家族は、世代間の連携の強弱が健康
の鍵を握るという前提のもとに、現場の看護職は、育児については親世代に、介護については
成人子に対して支援を求め、世代間関係の連帯感をうむかかわりを模索し提供してきた。事実、
祖父母世代からの若い夫婦への育児について彼らの意思決定を見守りつつの適度な支援や、老
親の在宅介護において、早期からの成人子を交えての退院調整は、世代間関係の連帯感を強め
る看護実践として一定の効果を示している。 
しかし、現代家族の特徴である、高齢化・小規模化・多様化・個人化傾向は、従来なら世代

間で連携を強め、対処できていた家族ライフイベントに対して、世代間の葛藤や緊張を生じさ
せ、連帯感を強めれば対処できるという発想だけでは限界である２）。即ち、家族保健機能は、
近年の家族を取り巻く社会の現状を踏まえて、例えばどのような家族資源を有するのか、どの
ような規範・価値で行動するのかは多様化し変化しているので実態の把握が必要である。 
育児困難を抱く子どもについては、子どもの気質を中心に研究が蓄積されている。育てにく

さの現象は、子どもの気質にだけ起因するものでなく、母親や父親の行動特徴や養育態度そし
て、家族保健機能とも深く関連している。 
そこで本研究では、家族保健機能の中でも、コミュニケーションに着目する。近年の子育て

家族は、携帯電話の利用などで従来のような対面による支援だけでなく、多彩なコミュニケー
ション方法により、家族内外、世代間で相互作用し、それを踏まえた育児支援を行っているこ
とが予測されるからである。 
 
２．研究の目的 
 ①家族コミュニケーションの家族内部（夫婦・祖父母）と家族外部（友人・ソーシャルメデ
ィア）を対面・非対面の両側面から調査し、その方法と内容の検討を行ない、産後 1 ヶ月間の
育児に関する家族コミュニケーションの実態を質的に明らかにすること。 
 ②①の結果をふまえた尺度を開発し、その実態を量的にも明らかにすること。 
 ③産後 1 ヶ月の母親からみた育児困難感と家族コミュニケーション、母親の属性、産後 1 ヶ
月の生活状況との関連を明らかにすること。 
 
３．研究の方法 
①2016年 10月‐11月の期間に、研究協力病院の産後 1ヵ月健診に来院した、母親とその夫、

又はその実母もしくは義母とのペア 10 組に対して、産後 1 ヶ月間のコミュニケーションにつ
いて半構造化面接を行った。インタビューは同意のもとに IC レコーダーに録音し、逐語録を
作成しフィールド・リサーチの手法による質的因子探索を行った。 
 
②および③2017 年 2 月‐7 月の期間に、研究協力病院の産後 1 ヵ月健診に来院した母親 500

名に質問肢調査を依頼した。産後 1 ヵ月間の家族コミュニケーション尺度を、石井 3）により未
就園児を持つ親を対象に作成された尺度の項目（対話・通話・メール）を参考に①の結果を分
析した上で開発し、子ども総研式・育児支援質問紙「育児困難感」「Difficult baby」の 2 領域
4) FAD 日本語版 5) JIAT6) EPDS7) 等とともに自己記入式調査票を実施した。産後 1 ヵ月
健診に来院した母親に口頭と書面で調査依頼を行い、承諾を得た母親に、診療の待ち時間に、
調査を依頼し、回収 BOX への投函をもって同意を得たとした。 

 
４．研究成果 
①インタビュー時間は平均 33.9±6.0分（27～43 分）、母親の平均年齢は 33.3±3.5歳（28～

40 歳）で初産婦 7 名、経産婦 3 名であった。 参加者 10 組の内訳は、母親と実母が 6 組、夫
婦が 3 組、母親と義母が 1 組であった。 
産後 1 カ月の母親の家族コミュニケーションの 実態として、その方法を５つに分類できた。

〔対面〕〔通話〕〔メール：個別コミュニケーション〕〔SNS:特定の人との集団コミュニケーシ
ョン〕〔SNS：不特定の人とのコミュニケーション〕であった。内容は育児の悩みや心配事を
相談・傾聴することが多かった。近年の産後 1 ヵ月の不規則な生活を送る母親やその家族は、
現代のコミュニケーションツールの多様化に伴い、様々な方略で家族コミュニケーションを行
うことが可能となっていた。 
 
②Family Communication Questionnaire (FCQ)を産後 1 ヶ月間の家族コミュニケーションを測

定するために開発した。399 名(回収率 79.8%)の女性を対象のデータから信頼性（Cronbach'sα
＝0.8）と FAD-GF との併存妥当性（-0.3, p<0.01）が検証された。また、産後 1 ヶ月間の育児
困難感の関連要因としては、世代間別の家族コミュニケーションの違いにより検討した結果、
35 歳以上の初産婦では実母と通話得点が高く、また 34 歳以下ではパートナーとのメール得点
が高いほど、育児困難感が低かった。 
 
③産後 1 ヵ月の母親の育児困難感と家族保健機能のなかでも家族コミュニケーションに焦点



をあてて自己記入式調査票を実施した。回収数 496 名（回収率 99.2％）から協力が得られ基本
的な解析を実施した。有効回答数 378 名（有効回答率 76.2％）を分析対象とした。属性は、年
齢 34.3±4.4 歳（初産 33.5±4.8 歳、経産 35.0±3.9 歳）、初産 192 名（50.8%）、帝王切開 127
名（33.6％）、大卒以上 239 名（63.2％）、実家への里帰り 184 名（48.7％）であった。  
単変量解析の結果、育児困難感は、大卒以上（P<.01）が有意に高く、EPDS（P<.01）Difficult 

baby (p<0.01)､JIAT（P<.01）､FAD-GF1（P<0.01）FAD-GF2（P<0.01）で正の相関があり、
得点が高いと有意に高くなる傾向が見られ、経済状態で負の相関があり、有意に低くなる傾向
が示唆された。重回帰分析の結果、調整済み R2＝.458 となり 6 項目得られた。産後 1 ヵ月の
母親の育児困難感は、家族コミュニケーションの友人対面と実母通話での得点が高いことが、
より低い育児困難感に関連し、また EPDS、Difficult baby、FAD-GF2（生殖家族）、JIAT の
得点が高いことが、より高い育児困難感に関連していた。 友人との対面や実母との通話の利用
が多いほど育児困難感が低くなっていた。産後 1 ヶ月は自宅安静だが、家族外部の友人と対面
で育児相談や情報交換し、家族内部の実母と通話することで、家族コミュニケーションが豊か
となり家族システムの安定化への寄与が示唆された。 
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